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ゆ，̂!̂???̂!̂

スラップァ〔5 〕にした力、、えぱ，すべての財は次の2 
つの種類に分けることができる。すなわち生産の過程 

で投入物として直接，間接すベての財の生産に用いら 

れる財と，それ以外の財の2 種敏である。彼は前者を 

甚礎財(basic commodity),後者を非基礎財(noii-basic 
commodity)と名づけた。両者のもつ性質の基本的な 

相違は，基礎財生産過程の技術条件は分配变数の決定 

に影響を与え,これを遗じてすべての財の価格に影響 

を与える可能性があるのに反して,非基礎財生ま過程 

の技術条件は分Bd変数に直接影響を与えることはなく， 

よって非基礎財グループの価格に影響を与えることは 

あっても，基礎財の価格に影響を与える可能性は全く 

ないという点にある。これは両財もつ性質の重要な 

差異のひとつであるが，忘れてならないもうひとつの 

大ぎな差異が両財にはあるのである。つまり，もしす 

ベての財が基礎財であるならぱ，ある独の妥当な仮 

定の下に，可能なあらゆる利潤率の下ですぺての価格 

は正はなることが保証される。が，非S 礎財が体系に 

含まれている時，負の価格の生じる可能殖が出てくざ 

のである。食の価格というのは実際意味がないが，こ 

れは，すべての生産過程で均等な利潤率が技術的に受 

け入れられるぎは限らないということを意味する。非 

基礎財の含まれる体系で^；,このように基礎財のみか 

らなる体系とは異なった状況があるわけで'ある„
ここではまずE. Z a g h in iにしたがって問題の所在 

を明らかにし (第 1節)，次にスラッフプ体系の諸仮定

參を吟味するとともに，問題を一'般的な形で論じた上 

で （第2節),正の価格と利潤率均等化との間に矛盾が 

ないような意味ある十分条件を備えた# 系 命 Mと-し 

て提示する（第3節)。そして，最後に示された命題が 

経済的fcどのような意味をもっいるかを明らかにする 

(第4输)。 .
さて本論に入る前に，記号上の注意を与えておく。 

A ,  ■BをそれぞれW,行W列の行列とした時

A > B  ’はすべての /,. j  ( i .ニ 1 , . . … 11,

ゾニ 1 , » 1 ) につ、、て

A ^ B は す ぺ て の i  , 3 ( / ニ 1 , ........... ,

フ̂ 1 ， ....... ， " * )  }■こついて G i j ,

を意味する。べクトルの場合の不等号もこれに準ずる。

第 1 節問題の所在

Z a g h in i〔6 〕にしたがって，次のような最もポ純 

:な 2 財モデルを見ることから始める。

①
[(Ou +  fl2l/>2)(1 + > 0 = 1

[ o,i2pt{ ,1 +  y ニ ih

このモデルでは，言う，までもなくグは利潤率，ん 

は第2財の価格をあらわし，第 1.財が価値尺度財とし 

てとられ，その価格は1 としてある。びf / は第j財 1 
単位を生?!!するのに必與な第メ財の量‘をあらわす。賃 

金はここでは生存费1<̂；參しく，(Hjの中に既に評価さ 

れすいると仮定' • る。この2 つの財のうち傘2財が基

注（1) これは次のように考えれば良い。技銜数行列をん労働ほ入ぺクトルをa , 価格ぺクトルをん禾酬率をr とする。

rん ）
も

そして貧をとして分02される生存に必要な財のバスケジトを列ぺクトルゴ

賃 1̂̂部分は投入財と同様，物量的な水準としてあらわされる◊つまり ’
— - 165(547) ——
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^ 0であらわす。とのとき各産業で
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礎財で多り，第 1 財が非基礎財である。この単純な 

モデルから2 つの重要な点，すなわち墓礎財と非基 

礎財の基本的な相違点が見てとれる。まず①の第2 式 

より

ここに■'5=*=は非基礎財生産過程で技術的に受け入れ 

ることが可能な最大利潤率を意味することになるわけ 

である。ことでもし， '

②

び11>ル2
\

であるならぱ，②，④より

が得られる。②は体系の利潤率はも ，ぱら第2 財，つ 

Iて決定され

5*： び 11 < び22

まり基礎財虫産過程の技術条件のみによ 

るという事実をあらわしすいる。第 1財つまり非基礎

財の生産過程は，②によって決定される刹脚率を，鏡 

争によって利潤率が均等化する限りにおV、ては，受け 

入れねぱならない。この意味で，分配変数の決定につ 

V、ては，墓礎財は稱極的な役割を架すのに反して非基 

礎財は追従的役割しか采さないのである。しかし，こ 

こではこの点についX は論じない。むしろ興味をもつ 

のは次の点である,。

②は基礎財生ま過程から導かれた利潤率の決定式で 

あったが， 方非基礎財生産過程の利潤率は，今生産 

量を 1単位としてあることより

となり，非基礎財生産過程は基旗財生産過程で決定さ 

れる利潤率を受け入れることができない。上のような 

状況では，非基礎財生廣過糖で技術的に受け入れるこ 

との可能な値を利潤率が越えているのであるから，そ 

もそも均等利潤率が成立しないわけである。しかるに， 

もし侮にこのような状態にあっても均等利潤率が成立 

すると仮定しよう0 .この時

丄—び22,一  丄ーび11 一

となるが，これよ

③
丄— a 、i — d2if>2

1+ p2-

とあらわされる。この利潤率S はんの減少函数であ 

るから，力2の値が小さくなるほどS の値は大きくなる。 

よって仮にもし第2 財が自山財になったと仮定すると， 

つまりんニ  0 になったと仮定すると， 5 はとりうべ 

き最大の値に到達することになり，しかも③も③と同 

様に物量クームでま現できる。

となる。 なのだから，.第 2 財の価格は:^にな
J ( 3 ).

らざるを得ない。つ ,まり， が成立するなら非 

基礎財の含まれる①の如き体系においては，利潤率の 

均等化め仮定と価格がすべて正になるということが両 

立しない?If態が発生すをのである。勿論,言うまでも 

なく上の推論から,

④ 5* :

da:

注( 2 )

( 3 )

doXl \(lz(li''"''di(ln ( * •
^dndidnOt d，，an

である。いま仮に賀金部分が前払いされ？)と仮定すると，次の式が成立すろ。

( 1 -\r r ')pA+(^  1 +  r ' )pda~  p

或いは

(1  +  p(^A+da)ニ p

である。したがってとおけぱ上式は次のようになる 。 '■
( 1 +  グ)/>/!+ニ わ

よって(つまりの巾には既に貨金部分力く入っていると考えられるのであるで 

②はニュメレールのとり力に依な'しないことに注意。

勿論，第 2 財をュュノレ一ルとすれば, 第 1 財の価格が: になる。

\ m { 8 4 8 )
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である。さてとこで⑤の右半分,つまり

(§)  ̂ <̂ 11̂ ~~，■^Pz〉 0

という点に着目してみる。これは，とりも直さず，非 

基礎財の含まれる体系では利潤率均等化の仮定の下に 

P z >  0 となる必要かつ十分な条件はび22>«11とい’う 

ことである。この関係を初めてポしたのは. Newm an 

である。我々はもっと一般的な形でこの条件を述べる
( 5 )

ことができる。しかしそれは次節に譲ることにして， 

次に⑤’ ではなく⑤の全休を見ることにする。ここで 

は，力2 > 0 は の み な ら ず ， デ*とも同 

値であることが示されている。この s * > r * なる条件 

に目を向けたのが，Z a g h in iであった。.この条件の意 

味するところは次め通りである。つまり，基礎財生産 

過程の技術条件によってきまる利潤率が，非基礎財生 

産過程で技術的に受け入れることのできる最大の利潤 

率よりも小であるということである。そしてこの時，

この時に限り第2 財の価格は正になるのである。或い 

は，第 2 財の価格が負.になるという事態は，基礎財過 

程できまっている利潤率が非基礎財過程で受け入れら 

れる最大の利潤率を越えているという事態と全く同じ 

ことなのである。つまり，価格が負になるということ 

i t , 非基礎財過程が均等利潤率を技術的に受け入れる 

ことができないということに他ならないわけである。 

この点を明らかにしたのがZ a g h in iな.のであった。 

彼はこの s * > r * なる条件を， ’’economic v ia b ility  

の条件と呼んだのである。‘

以下本小稿の目的は，資本の有機的構成にかかわら 

せた哼, どのような十分条件の下に Z a g h in iの言 

うeconomic', v i a b i l i t y が満たされる力、，すなわち資 

本の有機的構成に関してどのような状態の時に非基礎' 

財生遊過程が均等利潤率を受け入れられうるかを提示

することにあるのである。 '

第 2 節 te-仮定と体系の吟味’

間題点をもっと一般的な形で述べ，後の議論のため 

に明確化しておく必耍力、ら，スラッファの体系及び本 

質的な諸仮定をここに吟味し直すことにする。 , 

スラッフプ体系は次の基本的な方程i式の形で述べら 

れる。 '

©  ( 1  +  r )p A -V io a =  p

ことで/» は価格（行）ベクトル， 《は労働投入（行)  

ベクトルをあらわし， グ， はそれぞれ利潤率，貧会 

率をあらわす。ここでは， 1産業は1 つの生産物しか 

生み出さないと仮定されているから，/IはルX の正 

方行列である。各庫:業の粗/ふこ速:物の* は，単位を適当 

に還ぶことによっ て 1単位とする。したがって《<プ 

は第ゾ産業の粗生産ね1単位を得るのに;^、要な第/財 

の量を意味する。また，規模に関して収獲不变の仮定 

はとられていないということに注意すべきである。つ 

まりパは産出量に依存した行列:̂i :のである。

さて，もし体系内の《個の財すべてが基礎財であれ 

ぱ技術係数行列パは分解不可能である。ここで分解不 

可能とは次のようfに定義される。 N  ニ { 1 , 2 , ……  ̂

« } とした時， iVの部分集合/ ,  /ぐ，について

N = J U K ,  J  ぐ  J  ぐ ，K "

プニ 0 ( 7  e ^ , プe / ( に対して ) ‘

となる時，ルよ分解可能といb が，このようなA fの/( ,  

/ への分割が存在しない時パは分解不可能という。 

メが分解可能である場合，財の番号を適当につけか 

えて次のような形にずることができる。.

注（4 ) 

( 5 )

( 6 )

N e w m a n C  3 ；) p .  6 7 - 尚スラジファもこの[!!}題に気付いていた。スラジファ〔5 〕A p p e n d i x ,  C 参照’ 
" 財の体系を考えて，技 術 係 数 行 列 が /

ル

： ^12 

0 • Alt

となった時，® 'にあたるものは

パ 0 1 n ) > パ ( ん 2 ) < = ^ /» >  0  
となるのである。勿 論 び の - ^ 般イ匕されたものが>?*(ん 1 ) >  が ( パ2 2 ) である。このことは’次節に部しく述べられ' 
る。 ！Vii は 'ん 1 のフロベニウス根をまわす。

二階堂〔7 : 1 . P . 1 3 3  參照。 ' .
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⑦ i4:

ん I i ん 

0 i ん

.ここでん 1 , ん 2 はそれぞれ‘ ゐx ，々ぃ1 一  k ) x いI

k ) の正方行列であを。以下ではA が分解可能やあ 

る場合,饰粮化のためにん1 もん2 も分解不可能であ 

ること，ま た >4i2> 0 が仮定される。この時第1 財か 

ら第ん財までが基礎財，それ以外は非基礎財である。 

以後非墓礎財が含まれる体系では⑦のような行列が考 

えられているわけである。

次に以下で本質的となる仮定をここに述べることに 

する。 ’

く仮定1 > 産出量したがって技術係数行列は所与* 

とし，体系内に/> なくとも1個の驻礎財がある。

.この仮定は，前にも述べた通り乂は産出量に依存して 

きまり , 産出量（ここではすベての財にわたって1填位と 

するから，その単位のとり方）は与えられていることを 

.意味する。また基礎財が体系に必ず1 個あるというこ 

.とから-4 が ⑦ の よ う に 分 解 可 能 で あ る 時 0 が得 

' ちれる。つまりバが分解可能であっても完全分解可能 

.とはならないということ力’、，この仮定より導かれる。

〈仮定 2 > 体系では均參利潤率が支配している。

実際,利潤率が均等化する条件それほ体が問題となる 

:が，こらではこれを一応受入れておくことにする 0

(7)
く仮定3 〉 ( v i a b i l i t y )組生産物の（この場合要素が 

すべて1からなる）列ぺクトルをとした時

が成り立つ。

2 ,0 1 (すべての i ニ
；=t

⑧ 《について）

. 0 ^  1 (少なくともひとつの

について）

である。

く彼定4 〉すべてのま業について労働は不可欠な 

投入物である。

スラッフゲはこれを陽ま的には仮定していないが，參 

当な仮定やあるように思われる。この仮定は <h〉 0 

(メニ1 , 2 , … ..‘ , - " ) 或いは f l > 0 を意味する。 

さてこれだけの準備の下に前節での問題点をニ般的 

な形で述べることができる。；

まず体系に非基礎財が含まれない場合何ら問題はお 

きないことを示しておこう。この時•<4は分解不可能で 

あるが， ヒ0 の時利潤率は最大になり.，この時の利 

潤率 r をパと記せば，⑥より

( 1 +  /-*) p A ニ t>

ニ
1 + ；

が得られる。 や>  0 なる条件は

；* (/ ! )

である。 だ（A ) はパのプ 

上式は

ウス根をあらわす。

jC \ A )

粗生産物のある部分は,.投入物として諸生産過程に入 

^ てゆくが，経済全体を見た時どの財についても組/ 

，産物はこの投入物しとて各生産過程に入ってゆぐ総量 

をまかなうことができ，なおかつ少なくとも1つの財 

.については純生産物がある，ということを意味してい 

る。これはスラッファ〔5 〕では se lf-rep lac ing state 

と呼ぱれる条件であるが，これは次のこどと同値であ 

る。つまり .

となる。つまり最大利潤率はバのフロべュウス根で与 

えられる。次 に 0 ^ グ で r を考えてみる。⑧よ

，りjjy ニ 1'とおいて

ニ +  グ）"< ]̂一 1

であるが， / » > 0 の条件は

T T

:注 （7  ) これは•<4が分淋不可能である場合の仮定であって，> 1が⑦のように分解 ^̂ 1能な時は，以下のく仮走3'> に代える必要が 

ある。 Z a g h i n i 〔6 ：] P. 2 6 4  參照。
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である。さ て 〈仮定 3 〉より，つまり⑧より 

0 <> ? * (/ !)<  1 

であるから

> + r ■ X * (A )> 0

となる。つまりく仮定3 〉の下に 0 さグ^ r * で常に

でも？>>?*(バ）とでき，したがって常にね> 0 なの

である。このように体系が基礎財のみより成る場合*

く仮定3 > の下に利潤率均等化ということと価格が正 

であることが商立しないような状況はおこらないので 

ま> る。 .

次に体系に非基礎財が含まれ，バが⑦のような形を 

しているとする。このとき⑥は，

( 1 +  ^ ) [ん1 )；ん2>] 

' +w\_a

A 。

■̂ 22

び<2>]=[力(1 )：/>(2)]

或いは，

[ ( 1  +  广）/?<1)ん l +  .iWG(り= ん I〉

③  I ( 1 +  グ) ^(1)-<4i2+ ( 1 4• グ〉か2，ん  2 +  W/fl ひ} 

^ = 力m

となる。 .

さてここで，非負の賃金率すなわち《>さ 0 となるよ 

うなr  ^ 0 の範囲を考えよう。⑨の第 1式より《; =  0 

の時グは最大となり

( 1 +  pi\fAii =  P (i)

であったから，利潤率は， r * すなわち基礎財生産過 

程の最大利潤率によって画されていることがわかる。 

したがって，この時利潤率の動きうる範f f lとして区間 

[ 0 , グ* ]を考えれぱ曳いであろう。実際上式より

~Y j '

で，前の議論と同様

■V.r*

ソ* (ん 0

である。つまり，グ* は基礎財生座過殺の技術条件に 

よってきまる最大の利潤率をあらわしているのである。 

ここで注意すべきことは，前と異なり，体系の.最大利 

潤率は >4„の フロぺニウス很で与えられ，必ずしも/I 

のフロベニウス根で与*えられるとは限らナギいというこ 

とである。 •

X * ( A ) = m a x  {/1*(ん 0 , が ( ん 0 }

であ : から， の時最大利潤率は 

のフロべニウス根で与えられるのである。後に見るよ 

うに特に>^*(ん (ん 2 )-の時には0 I グさグ★の 

すべ 't の利潤率にわたって全価格は正であることが探： 

証され，論ずべき問題は何もおきないのである。

さて乂が⑦ような時 , く仮定3 > は次のようにかき 

かえられる必要がある。

く仮定3/〉非基礎財の粗生産（この場合要素がすべ 

て 1からなる）列べクトルを … とすると

/1タ<  タ カ ノ 122タ<2><ツ《》 ■

が成り'たつ。

これは次の理由による。非S 礎財産.過程は少なくと 

も 1 種類以上の基礎’財を投入物として用いる。が，こ 

れにもかかわらずどの非基{ i 財座衆においてもその粗 

生産物が投入物として各産業に入る総量‘と同じ大きさ 

であるならば，すなわちすべての/ ニ々+ 1 , k +  2

  ， f tに つ い て a iゾニ1.が成りたつとしたならぱ, '

非基礎財生産過程で純生産物を生じないのに基礎財生 

産部門から投入があることになり。これは不合理だか 

らである。したがって⑧も次のように改められる。

(すべての ' / = 1 ,

について）

«■
0 g  1 (少なくともひとつの

‘ i ニ k +  X ,  , n について）

前の議論と全く同様に⑨から，ノ ニ 1 とおいて 

⑩ I ル2) ニ ア一（1+  グ）ん  2]~’ +  (1 +  グ)«<!>

I [  / — (1 +  r ) / ! " ] - 1t4j2[ I  — (1 +  r  ) A n \
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が得られる。⑧ ' とバ 12〉0 よりy i n の行和はどれも 

1以下で，少なくとも1 つの行和は1 より小であるか 

ら，よって

0 </1 *(ん , ) < 1

である。. 前と同じようなま論から0 さ，^ r * で />(n 

>  0 が得られる。しかしながら/については同じ議 

論はできない。さて / > < «> 0なる条件は，

(ん 2)

-^2*

⑩

である。もしr が■(ん (ん 2 )ならぱ，

( ^ J l )なのだから，⑩は常に満たされる。しかるに 

2 * ( A , , ) ^ 2 * ( A ^ , )の場合ドまたは充分ダ* に近い r 

につ、、て

となるから， />«)>  0 が得られないことになるのであ 

る。なんとなれぱ

:パ ( ん 1)さが(ん 2)

が成立するからである。したが， 

条件

，て常に/)〉 0 となる

( * ) >?*(ん ん  2)
は前節の .econom ic v ia b i l i t y の一般化ということ 

になるのである。これは次のようにして見ることがで 

きる。もし仮に,基礎財がすべて自由財であったと仮 

定する，つ ま り ニ  0 と仮定す'る。この時，非基礎 

財生産過程では =  0 の時技術的に受け入れることの 

できる最大の利潤率が達成されることになる。これを 

パとすると，⑨ で ニ  0 とおいて，

+  S* Pi2)

ょってル2〉> 0 ょり

ニ パ(ん2)

力♦、得られる。これとー厂^ ニ ク * よ り

⑩ 5 * > ド* < = ：̂>1*(ん 0 > > ^ *(ん 2) 0

fo r  all r G [ 0 ,  r*~]

が得られるわけであるが，これは前節⑥の一般化であ 

るということは明らかである‘。したがって以下で输じ 

られるのは，どんな条件の下に（* ) が満足され，よ 

って0 さグ^ r * のいかなるy についても常にA >  0 

となるかをポすということになるのである。或いは次 

のように言っても良い。つまりが⑦のような形をし 

ている時，v ia b i l i t y 及 び f l •> 0 の仮定の下に価格方 

粗式

/ > = ( !  +  r ) p A  +  Wa 

力，、， />> 0 , ,  ミ0 なる解を, 0 さグさ
>!*( ん 1)

ニグ* のいかなるゲについても，有する条件は何かを 

示すことになるのである。

さでこの節を終わるにあたって，次の点を注意して 

おくことにする。つまり賃金が生存費に等しいという 

仮定のない，すなわち利潤率の変化しうる⑥の如き体 

系では， （* ) を満たさずともある利潤率の下では 

/>> 0 となりうるのである。言い方をかえれば， （* )  

を満たせば/>〉 0 となるようなグの区間は [ 0 , 7̂ *〕 

であるが，（* ) をみたさずとも/ » > 0 となるような 

r の区間[ 0 ,  r ^ ] ( 0  < r ^ < r * ) が必ず存在するので 

ある。く仮定3/〉或いは⑧' より，ぶ22の行和は1 以下 

で，少なくともそのひとつは1 より小であるから，

0 ( ん 2) く 1 .

である。これより, 0 < y ' < r * で 

び (ん 2) < て ^ ,  < 1  

なるグ' が必ず存するのである。

第 3 節資本の有機的構成と ’
economic viability

本節では， economic v i a b i l i t y を満たすようない 

くつかの十分条件を資本の有機的構成に関速させて述 

ベようと思う。Z a g h in iのきう ecQnomic v ia b ility  

と は 5 * > ゲ* であったが，前 節 で ■た通り， これは 

义 パ ( ん 2 ) と同値であったか，ら，譲論の中心

注（8 ) く仮定3 '> より0 CW：ん1)< 1 , 0  1だから，実際ス* (ん 1)>义★(ん2 )としうる。
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点はこの後者をどのような体系が満たしているかとい 

う点にしぼられるのである。

命題を提示 ’ 証明する前に，以下で用いられる資本 

の有機的溝成について2 通りの定義を与-えておく。1 

つは，それぞれの産業の資本費用を労働费f f lで除した 

値で定義され，これは価格で評価されたものである。 

他はt 各ま業で粗生産物1 举位を生産するのに直接， 

間接必要な労働投入量を直接的な労働投入量で除した 

値で定義され，これは，労働®で評価されたものであ 

る。以下の命題1 〜 3 では前者の定義が用いられ，命 

題 4 では後者の定義が用いられる。どちらの定義を用 

いても結論は同じであること力，、,後に明らかになるで 

あろう。'’ .

命題 1 全産業において，価格で評価した資本の 

有機的構成が均等であるような体系はeconomic 

v ia b i l i t y を満たす。

(証明）第ゾ産業の資本の有機的構成をP J であ 

らわすと

I# 基礎財の価格について

⑩ 《/1:

P j

n.
Xj (^ijPx 

wa j ( i 2 , « )

となるが， fh =  fh = ......ニ/>71であるから，今これ

を丄ニ/« とおくと ，

> I a i j  わi ニの0 j (  3 ニ 1 , 2 , ....... j i ')
y =i '

が得られる。これは

I S P u  I] P u  ...., S びI 、，'ニ1 f =i 1 =1 /
ニ Wa ,

或ぃ}ょ

®  fii>A ニ wa 

となるンさて⑧の商辺にパをかけ，それに⑩を代

( 1 +  グ +  パ ニ グ />

となる。さらにこの商辺に右からパをかけて⑩を 

代入し，盤理すると次の式を得る。

注（9 ) 二階堂〔7〕P . 136參照。 ,
( 1 0 )バーマイスター〔1〕, スラ'メブプ|：5〕P.

⑩は-

1 +  グ +  //

がメ1の固有値であり， 《がそれにr  +  fi

対応する固有べクトルであることを示している,

さて,ここで 

うに分解する。

とおいて®を沈のよ

©
ニスび <1〉

レ(1)ん 2+ <7(2メ 2 Xa<2)

〈仮定4 〉よ り し 力 、も;/1 „は分解不Tij 

能な行列であるから，⑩の第1式は， X = X * (A n )  

以外に解をもたない。よって

ニ/?*(ん1)1 +  r  +  ft

また，⑥の第2 武より

みりん2 ニ (ク一ん 2)

であるが，再 び 〈仮定4 〉よ り 《<2>>0。 また 

く仮定1〉より乂12 5̂ ' 0 だがらな<りん2> 0 。した 

、がって

X >/!*(，"） ，

の時，この時に限り

<2《2> ニ ん 2(び —ん .2)-1シ.0

.となる。 ニザ(ん 1) であったから

( * )  >?*(ん 0 > ス*(ん 2) .

したがって economi9 v i a b i l i t y を満たすこと

が示された。

(誕明終）

よく知られ；t：いるように，資本の有機的構成が均等 

な場合，価格は分配变数の影響をうけず，労働投入量 

に比例的でをる。つまり，⑩を⑥に代入して

( 1 +  パ）/>■/! + ニ/*

となるが，これより次式が得られる。

161(555)
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M

ここで》

+  r +  // ^

-は / ! „のフロ ウス根であ
+  r +  //

たが , く命題1 >  の 結 果 と vJ*( バ）= r a a x . け * ( ん I ) ,

パ (ん 2 ) }とから， -はバのフ口べユウス根と
+ グ+ パ

なり， /»はそれに対応する固有ベクトルである。これ 

は定数倍を除いて一意であるから，

となるのである。 .

しかし，以上のことはく命題1 〉によらずとも次の 

ようにして示すことができる。◎ より得られる。

p A
が
-wa

を⑧に代入して整理すると

1 +  グ +  //-wa — p

となるわけである。 く仮定3，> より常に /> > 0 である 

，ことは言うまでもない。

またこのことと，® の関係とにより，つまり， あら 

'ゆるグ に つ い て / )>  0 で あ る の だ が ら を 通 し て  

パ （ん ( ん 0 が 導 かれるわけである。 このよう 

に ， <命 題 1 〉’ とは別の経路をもって，資本の有機的 

構成が均等 な 体 系 で は e c o n o m ic  v i a b i l i t y が満たさ 

れることが示されるのである。

さて次のような特殊ケースを考える◊つまり基礎財 

生産部門 , 非® 礎財生ま部ド i それぞれで均參すギ資本の 

有機的構成が支配しているとする。 この時次の命題が 

l i t 明される。

く命題2 〉価格で評価した基礎財生産部門内の均 

等な資本の有機的棉成が，非 墓 財 化 ま 部 門 内 の  

.均等な資本の有機的構成より大なる時 , e c o n o m ic  

• v i a b i l i t y が満たされる。

しかし，この命題は次のより一敬的命題のスペシャ 

ルケ " スとなるから,次の合題について前:明を与えて

おけば充分であろう

く命題3 〉価格で評価した場合基礎財廣業のどの 
(10

ま本の有機的構成も，非基礎財産業のどの資本の ■ ( 12)
有機的構成以上である時，体 系 は e c o n o m ic  -via­

b i l i t y  を満たす。

(IE明） 第 メ 産 業 の 資 本 の 有 機 的 構 成 プ）を 

とおくと，

O '

びu ‘

Pk9 +

^ik ：デ1’ A + 1

•dkk ： <lk, kキ1

，， Pnli

パ，. 0 
0 .

fjk

• ' 'ほk'n 

なkキu A + 1 ' ^A + i, n

^n. A + r *  «nn

0

0

0

to [a i

f n̂ f

•，ほわほA+ij « n ]

である。

さてここで

/«a) ニ
>1. O ' 0 •]

、0 /l!c.
/^(2)= •

、0

とおくと，上式は次のようになる,

fクU )バ ニ び ®…
⑩

この第1式 i り，f iu) が可逆であることから 

⑩ ’  ■̂。)ん 1 = ^<?(1>パ(1)一 1 

となるが，これを⑨の第1 式に代入して

( 1 +  グ） +  ニ/>(り

が得られる。さらにこの式の両辺に右から>4„を  

かけて⑩'を代入すると次のように盤现すること 

ができる。す な わ ち ‘

-注 (1り 少なくとも1つおプ£ る資本の右機的揺成をもつ座業があるとする。 

m 注 (1 1 )と同じ6

1 6 2 (5 5 4 )

ぐ 敏 ⑩ ほ 後 ^ ^ 欲? 激融，嫌 热 数 微 级 ，斜 路 数 職 激 滅 银 缴 *SSft£«が 、.パ...;#;i
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( 1  +  グ)«(i)/<<i)~*>4n/<(j) +  <Z(n-^u/^co =  flto

である。そしてこれは最後に次のように変形される。

<3<1)[^ ~  {/^<1>+ ( 1 +  グ）/ } ん Aん 1パ<n] ニ 0

ここで《m > 0 であることと

{/M <o+(1 +  r V ' i ' i 一べ、A n fk i )

が分解不可能であることから，

^*[ { A » - ト（1 +  グ）■̂ } /̂ 01)ん，ん0 ] ニ 1 

( 13)
となる。ここで

AiAf — n^ax. (//I, fi2t  .....，i^k)

おくと

(1  +   ̂ + .パ13/) (^<i)

+  (1 ：+  r  ) / }

であるから，フロベニウスの定理より

パ[ ( 1 + r  +//,Af)ん-!i)ん ン *[{ルu 
+  ( l  +  0 / }/ 2 r A A „ / J a , ]= l  

となる。したがって

( I  +  f  +  f i i M ) ^ *  ( f i '^i^Ai t f i ( i - ) )  >  1 

だが，

' だがら ：

が最後に得られる。 .

次に■⑩の第2 式から得られる ‘

⑩ ' / ^ < 2〉*<422ニな̂ <2〉/̂ (ノ) 一

を⑨の第2 式に代入して整理すると

( 1 +.ド ')tV(l(2 f̂i^^y'\-W(l^2i ~  Pii't

となる。再びこの式の而辺に右から^22をかけて， 

⑩ ' ' を代入した結果，最後に次のように变形される。 

つまり，

+  ん 〉} ^<2*)-̂ 22̂ (2>]

となるのである。《w >  0 であり,更に 

{ ( 1 +  デ）/ +  ん2> M  Wん 2 .

が 分 解 不 可 能 で あ る か ら -
. *

巧 { ( 1 +  り / +  ん2>}ん 1)ん く 1

C14)

である。卖際•こ©

«<2>ニか一*/><nん，ん  + .グ）/

+  ん2)}/^(，1)ん 0

となるのである。ここで •

/hmニ m m 、flk*U ftk.*2, .......，f^n)

とおくと

{ ( 1 +  グ）/ f^i2i}piiyA.22fli2i ^  ( 1 

+  グ + / ^ m ) M w A i i f h i )

となる。再びフロベニウスの定理より,

，>?*[(1 +  グ+//2WI)/5mん 2ル》] < « ^ * [ { (1 

+  パ）/ +  パむ) } パ(2*>ん 2 1

である。これより

⑩ ）* (ん :）< T + t W  ‘

となる◊ さて+ は基礎財ま業の中で最も'/]、なる

> ± (1 3 ) " 次元ベクトルダ及び， " 次の非負分解不可能行列おに対しズ（/ 一  JS) ニ .(Kがズについてjfcの解をもつ条件は， 

れ ゆニ 1であんニ陪堂〔7〕P .136参照。

(14) <?を<?>0の《次行ベクトル， を《次列ベクトルとし，ガを分解不可能食鱼行岁IJとすると， ニ が 《に 

ついて正の解をもつ条件は!/1*(め <  1である。± 階堂〔7〕P .139参照ゥ
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資本の有機的構成をあらわし， は非基後財産

業の4 »で最も大なる資本の有機的構成’をあらわす。 

③⑩ょり

= = > / l * U n )  >  ^ * (  A 2)

となる。よって economic v ia b i l i t y を満たす。

(tfli明終）

さて以上の諸命題における資本の有機的構成とは価 

格で評価されたものであるから，それはV、わぱ資本費 

用と労働費用との比率をあらわすものであった。しか 

し価格のかわりに労働量で評価しても上の命題はすぺ 

て成立するのである。最後にこのことを証.明すること 

にする。〈命題 3 〉に対応するものを証明すれば，方 

'法は全く同I；なので，十分であろう。

く命題4 〉資本の有機的構成を労働量で評価して 

もく命題3 > は成立する。

(証明）今, v i a b i l i t y の仮定から得られるパ（ん  

< 1 に注意すると， •

a (/  — i4 )- i ニ (I (/  +  -4 +  A^-h..‘…）

は生産物1単位を生産するのに必要な直接.間接 

の労働量，つまり不変資本と可変資本の投下労働 

量で評価した時の和をあらわす。第メ産業の資本 

の有機的構成を！ とし，前と同様

^(1) =

r三田学会ま誌J 72巻6 号 （1979年I2月） 

だか，これより

(h. O '
jO(2)=

Pft^l 0 '

0 Pk. 、 0 Pn,

Pw 0

0 pm

とおく。

a p ~  a  ( /  — y l ) - i  

である。或いは分解して 

/><1)
ド (1 )：々 (2)]

Lぴ0〉!

i 0 1

：P<2),

r / 一ん： 一ん2

L 0 J 一ん2

( « « 〉ん1〉ニ《のひーパ 11)-*

び(2>|0<2〉ニ 一 ん 1)-1ん 2び —ん 2) 一*

+  0 (2 )(/—Vl22))~*

であるが，この第1式より

<̂o —ル，)ん1(ん1) 一•O 1]= 0
となる。（ん1>一 / ) は正の対角要素からなる対角 

行列より，（ん も 正 の 耍 素 よ り な る 対 角 行  

列である。したがって, ’

も非資の分解不可能行列である。《a > > 0 である 

から，

- 巧 ん 1〉ん 1(ん。- / ) - 1 ] = 1  

となる。

ニル1> "<̂ 11ル/)

とおけぱ，上式は

[ん (んli 一/)-つ= 1 .

となる。さて

0
• pk 
Pk—  ̂ .

>  0

であり，

P i
P j - 上 / PJ 

であるから，

めmニmin. p2,  f Pk)

とおくと，

ん （ルu —

よってプロべュクスの定理より，

1 ).

, 1 - / i * [ ふ ,ん。（んn - / ) " 1 ] < . 1 ゾ♦ ( ふ ,〉

だから，>?*(ふ,）- を 考 え て  
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非基礎財の価格につ、、て

Pim

が得られる。次に◎ の第2 式より，これを盤理す 

ると次のように■なる。 ‘

(2,['— み 2> ん 2(ん 2)- - 0  -つ
= び一ん1)-1ん 2(ル2〉ーハー1

ここで， fl!«、> 0 ,  ( / —ん 1)-1〉 0 , ん 2〉0 , ( <々2) 

より上の右辺は非資ぺクトルである。

び(2j> 0 セ力、ら，

ン — /)-1 ]<  1，
となる。実際この時

0 (2> = <7 (j)(/ —̂ん1 ) —"O—l
[ / - ん2)ん 2(/5<2)-/)-1]-1> 0

となる。W び

■̂ 22 =  p(.2)A22pi2y 1

とおくと上式は，

^*[^22|0(2)(/0(2)-/)->]< 1

となる。ここで

/>23/ニm a；V. {pk+1, pk+2f ...» •••/On)

とおくと

p2M(jhM — 1 )-1ん  2くん  2̂ ><2)レ <2〉一/ ) - .1 

が得られる。よって

,P2m {P2M— 1 )~*>i*(i422)<>l*

[ ん 2ル2>(/Sワ>—./)-1]く 1 .
であり，結局 

■ ®  <  1 -  ^

となる。

1 1
Pim^PzM  ̂ 1.一  さ 1 一-------

P\m PtM

であるから，©⑩より

( * )  X * ( A n ) > X * ( A ^ ^ )

となる

(証明終）

さて最後に次のこと'をつけ加えて本節を閉じること 

にする。以上におい't 証明の手続上の都合とそれぞれ 

の体系のもつ特徴的性格一一すことえぱ資本の有機的構 

成が全産業で均まな場合，価格は分配变数から独立と 

なる，等:々—— •の提示のために命題を1〜 3 に分けて 

順次証明したが，ここにきて上の諸☆ 題は次のよらに ’ 

まとめられることは明らかであろう。

〈命題3'〉 非湿礎財生産部門のどの産業の資本 

の有機的構成の大きさもたかだか基礎財生産部門 

で最小の資本の有機的構成に等しい場合econo- 

mic v ia b ility  を满’たす。

この命題は，勿論，資本の有機的ま成を価格で評価 

しても投下労働量で評価しても，成立することは言う 

までもない。 ■

第 4 節

さて，' 今体系が economic v iab ility  ☆満たさず 

( したがってさH 0 ,しかもS*さ，となるようにグ力い 

決められているとする。この時いくつか，或いはすぺ 

ての非基礎財産業は，この高い利潤本を受け入れるこ 

とはできない。したがって，それらの産業は早晚生産 

を中止せざるを得なくなる。つまり，より高い利潤率 

を得ることのできる産業に資本が勘いてゆくと考えら 

，れるのである。もしこの意味で考えるならば，墓礎財 

産業のすべてと，この利潤率を受け入れることのでき 

る残された非基礎財産業をもって体系は持続しうるで 

あろう◊ もしただそれだけの意味しかないのであれば， 

とりわけ econ6mic v ia b i lU yを満たす条件を求めて 

もさはど有意味とは言えない。この点についてもう少 

し考察するために，前節のモデルを特定化して考える。

次のような3 財モデルを考えてみる。第 1 財，第 2 

財は資本財であり投入物としてのみ用いられ，第 3 財 

は資本財として投入されるが又消費されもするとする。 

そして'技術係数行列を次のように特定イヒする。

A-

注( 1 5 )この場合，明らかに雄りけが並礎財，館2財，第3財が非邀礎財であざ
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<̂ 11 +  び12；= 1

ぴ23ニ 1

び33 < 1

ここで賞金も利潤も第3 財ょり成り，すべて1生産 

期間内に消費され尽すとする。更に賃金率《̂が生存費 

水準によってさまっているとする。ネしてこの値と 

丄よう0 労働投入ぺクトルを《ニ（《け «2, « 3 ) とし， 

第 1 財を価値尺度財とおいて/»1ニ 1 とする。.このモデ 

ルでは分配変数の1 つが与えられているので，分配 

变数及び価格について体系は閉じている。この体系は 

次の3 つの方箱まにょって叙述される。

1( 1 +  r  ) «1 1 +か ニ  1

(1 .+  r ) ( f l l2 ’+/>2«.22)+«^>«2 =  />2

( 1 +  r  ) (/>2«23 +  />3«32) +*^«3 =  /»3

ここで,利潤率が基藤財生産過程の技術条件にょっ 

そ決定されることがわかる。上の第 i 式から

P 1 一 W^\ 一 Cfx
<2li

となるからである。もしここで 

s * <  r

が成りたつと仮定してみよう。この場合非基礎財度産 

部門である第2 , 第 3 産業ではこめ体系で利潤率? を 

うけ入れられず早晚生産は中止されるであろう。よっ 

；C残った基礎財産業のみが奏際に存続してゆくはずで 

ある。しかしながらそれは事実上不可能である。なん 

となれぱ，上の体系やは賃金及び利潤双方が非基礎財 

である第3 財のみから成っているからである。この時， 

分E ざれるぺきものが生産されなくなってしまうのだ 

から，基鍵財産業も最早存綺することが不可能である。 

つまり上のような経済体系の存続が不可能なのである。 

確かにその体系はv ia b il ityは満たしている。にもかか 

わらず economic v i a b i l i t y を満たしていないためI*こ， 

経済全体の存-続が不可能なのである。前節で求めたい 

くつかの十分条件は，ここにおいて意味をもってくる。 

つまり前節の命題は経资全体の存続可能性を保誰する 

十分条件なのである。それは単に，亦基礎財の価格が 

正であるこを保証するとか成い tよ，非-基礎財部門が 

均さ利潤率をうけ入れられることプど保HT:するとかいう 

ととのみにとどまらず，Jfe済全体の存-続を保証すると 

いうことになるでのある。かくして我々は，Newman- 

Z a g h in rの問題から出発して，結局彼らが切め問題

にし‘ていたより極めて範囲の広い経清全体についての 

命題を得たのであった。この意味で前節の諸命題も幾 

許かの有用性があるように思われるのでもる。
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